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概 要

 LCAと は、ある製品(あ るいはサービス)に ついて、その原材料が地球から採取されてから製造工程

を経て消費され廃棄されるまでのすべての過程における環境影響を包括的に定量評価する概念であり、グ

ローバルな視点に立ってエネルギーシステムを定量的に評価するという本研究の目的によく適している
。

 従来のLCAで よく用いられる積み上げ法での波及の問題、産業連関分析での結合生産や完全代替の問

題、さらには配分問題等を解消するためプロセス連関モデルを提案した。さらに電力 ・都市ガス製造供給

システムの全プロセスにおける製品の入出力を調査検討し、プロセス連関分析法に基づいて、それぞれの

1次エネルギー消費原単位とCO 2排 出原単位を算定した。この結果を踏まえて、従来の電力 ・ガス併給

システムをガスコジェネレーションシステムにリプレースする場合についての影響評価を行った。その際
、

LCAに よる評価では目的や状況、それに従う様々な前提条件に応じて結果が大きく変化するので、結果

の解釈には注意を要することが示された。
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1.は じめ に

 近年のエネルギー消費の急速な拡大とこれに伴う地球環境問題の顕在化により、これに対応するための長期的

なエネルギー資源確保と有効利用、地球環境問題への有効な対応策と実施手法の開発と研究が要請されている。

なかでもエネルギー資源の有効利用と環境負荷の逓減を目的とした技術開発が促進されているが、それらを総合

的に定量評価 し最適化或いは効率化する方策を検討することが必要である。各需要部門でのエネルギー源の選択

においては、現実には経済的最適化が達成されているはずであるが、全地球的レベルでの資源利用の有効性や環

境負荷を考慮 したエネルギー利用の効率性を評価するには経済性以外の指標も必要である。これらを背景として

近年:safe cycle Assessment(生 涯環境影響評価)が注目を集めている。LCAと は、ある製品(あ るいはサービス)

について、その原材料が地球から採取されてから製造工程を経て消費され廃棄されるまでのすべての過程におけ

る環境影響を包括的に定量評価する概念であり、地球規模のエネルギー的 ・環境的負荷を踏まえたグローバルな

視点に立って、エネルギー効率を定量的に評価するという本研究の目的によく適している。本研究ではエネルギ

ー利用 ・変換システムそれ自体の評価とともに
、これらに関わる全てのプロセスに要する設備 ・運用の投入エネ

ルギーも同時に考慮することになる。本研究では、先ずBottOm Upの 視点から積み上げ法によりデータを整理

してエネルギー収支分析のためのデータベースを構築し、さらに電力原単位の二重性等、従来の積み上げ計算で

の問題を解決するため、Top Downの 視点からのプロセス連関分析による検討を加え、都市ガスシステムと電力

システムの比較分析を行った。この結果を踏まえて、コジェネレーションシステムと、電力 ・ガス別供給従来シ

ステムについてのLCAを おこなった。

2.本 研究におけるライフサイクルアセスメン ト手法

 従来から用いられてきた代表的なLCA手 法として、積み上げ法と産業連関分析法がある。積み上げ法は、原理

的には簡潔な方法であり、評価すべきシステム内の各プロセスにおける各種の投入、産出および排出物をその種

類毎に逐次評価 し、文字どおり積み上げて総計 し、全体の評価をおこなう。積み上げ法は特定の技術やシステム

でその連関の及ぶ範囲が限られているものを取 り扱 うのに適しているが、一般に一つの製品を製造 ・消費する上

*なお、この研究をまとめるにあたり、慶応義塾大学産業研究所 吉岡完治氏、東海大学教養学部 菅幹雄氏の幅広し御 指導、御助力を賜りまし
た。また、資料提供:の面で、東京ガス株式会社の御協力を頂きました。ここに御礼申し上げます。
+東 京大学工学部

、慶応義塾大学産業研究所未来開拓事業
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でも数多くの産業が関係しており、それらの無限の連関(波 及)を 取 り扱 うことは(波 及追跡に膨大な作業を伴

うため)現 実的には不可能に近い。これに対 してワンステップバックルールなど連関範囲の境界を明確に規則化

する試みもなされているが、このような境界設定には定量的な根拠はない。そこで、産業連関表並びに物量表が

LCAに おいてしばしば用いられる。産業連関表は、日本全体の製品一プロセスを400余 部門に統合し、その間

の財とサービスの流れを行列の形式で表したものである。この投入係数行列を用いると、上述 した無限の連関(波

及)を 逆行列演算によって作業効率良く求めることができる。

 積み上げ法のもう一つの難点は配分問題である。すなわち、結合生産やリサイクルを通して複数の製品 ・生産
が関与する場合には、各々への資源消費、環境負荷の配分問題が発生する。 この問題への対応 として、各製品の

重量による重量配分やモル数によるモル配分、または、製品の価格による価格配分などが提唱 されているが
、用

いる配分規則により結果が大 きく異なる場合がある。 この配分の問題点は、産業連関分析法によっても解決 され

ない。原則的にOne activity-One commodityで 構成 されている産業連関分析においては、結合生産 ・完全代替

を認めていないため副産物はマイナス投入方式による特殊な扱いを受けてお り、そのままでは配分問題に適切な

解を与えることは不可能である。多様なシステムに対応するLCAを おこな うためには、このOne activity-One

commodityの 原則 を崩 し、単一のプロセスか らの複数の産出物または排出物(ex . CO2,NOx,SOx,重 金属)を 明

示的に扱えるようにする必要がある。

 プロセス連関分析は、単一のプロセスから生じる複数の製品および排出物を評価に含め、積み上げ法における

波及追跡の繁雑さと、複数の製品間の資源投入や環境排出の配分問題を解消する方法であるD。以下では、分析

すべきシステムの各プロセスの入出力から、システム全体の入出力を算定するプロセス連関分析の基本的方法に

ついて述べる。まず、各プロセスに必要な入力、出力の数学的表記について説明する。
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バランス式 翫 ≧Ax十1            …(2・3)

  ろ :プロセスjの稼動量

  鳥 :プロセスjを単位量稼動するために必要な製品iの投入原単位

 e勾 :プロセスjを単位量稼動した際に産出する製品iの産出原単位

 £ :製品iの最終需要

プロセスの統合および分離の度合は、分析の目的と境界設定にしたがって決定すれば良い
。
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システム全体の状態、すなわちxを 決定す るには、現実のシステムに相 当する最適化の評価基準、またはロジ

ッ ト関数などのシミュレーシ ョン原理が必要である。例えば、現実のシステムが総費用の最小化 とい う原理で決

定されている場合、cx→min.(or max)を 目的関数 として最適化することにより、解xが 一意に定まる。この と

きの最適基底をBと すると、

  κ=B-1!    …(2-4)

苓=別 垢+ j2,f2+…+g;lf+…+ jnfn

   ox

    ノ ーB-1ノ,  ・・伽)
   げ,

(2-5)、(2-2)式より、需要部門iを 満たす製品1単 位当た りの部門kに よる資源投入または環境排出は、

  ｰ1'k_ノn=1(%×1Bji)・ ・側

すなわち、システム内部に代替牲 が存在する場合でも、何 らかの評価基準によりシステムの状態が決定されれば

このときの最適基底逆行列を用いて、資源消費、環境排出を各製品に配分することができる。 この配分原理をB

I配 分とよぶ。 また、あるプロセスか ら他のプロセスb、 に代替 した場合の改善量については次のように考えら

れる。新プロセスの導入による、従来システムにおける各プロセスの直接間接稼動量はBlb
、と表せ るので、こ

れによる排出の改善量は一E・B-1b、 となる。新プロセスの直接産出量e、 とすると、新プロセスを単位 当り導入

した ときのシステム全体の改善量は次式で表 され る。

  oy -E・B-lb+el  ・・〈助

本研究においては、分析対象である都市ガス及び電カシステムの詳細な項目が産業連関表には存在 しないため

連関表そのものを行列演算には利用せず、基本的にはプロセス連関分析を用いている。各プロセスの入出力

Inventoryは 積み上げによって作成 し、さらにこれらを行列演算の各列として集積し、投入係数行列を作成する。

その上で(2-5)式より、直接、間接を含む資源消費および環境排出物を算定する。

プロセスjの単位稼動量当り1次エネルギー消費量

  PEノ㌔ 毳鮮)  ・・側
ここで、jが 電力や都市ガスのようなエネルギーを算出するプロセスの場合は、エネルギー収支を求めることが

出来る。エネルギー収支 とは、システム全体か らの当該エネルギープロセスのアウ トプ ットとそのシステムを建

設 ・稼動するのに投入 される全1次 エネルギーの比で示 される、ライフサイクル的エネルギー効率を表す指標で

ある。但 し、電力の場合は1kWh=860kca1で 等価換算を行 う必要がある。同様に、 CO 2排 出原単位を計算で

きる。

プロセスjの 単位稼動量当 りCO 2排 出量

  CO2、_1-BCO、>J+GWPcH、 ×1BCH、,丿 ・・四
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GWP㎝4:GWP(Global Warming Potential)原 単位5)=21

3.エ ネル ギー システムのLCAデ ー タベ ース

3-1 検討対象 プ ロセ ス

本研究での検討の対象としたエネルギーシステムの概要を次に示す。●が主なプロセスを表している。尚、こ

の図からも分かる通り、本研究では最終需要以降の設備等の廃棄処理段階は検討外として除外 した。
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Fig.3-11nvestigated process of energy system
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3-2 基 礎 デ ー タ

本分析の前提 となる、各種エネルギーに関する基礎データを表3-1,2に 示す。

表.3-1 日本 に お け る エ ネ ル ギ ー 原 単 位2)

Tab.3-1F.nergy intensities of primary fuels in Japan

匪 擁ii蹴羅1]
表.3-2CO2排 出 原 単 位2)

Tal).3-2 CO2 emission rate血Japan

_」.号cq鋼L登 ρ岬 、
 石炭       0.379

石油

天然ガス

LPG

重油

0.294

0.207

0.251

0.300

0.1034   641   g-C/kg

0.0802   742    g-C/1

0.0564  553 g-C/Nm3

0.0683

0.0818

 設備製造エネルギーとしては、素材 自体の製造エネルギーに加えて、素材加]二、資材運搬、土木建設、機械製

造等に要するエネルギーをも考慮せねばならない。ところが多 くの場合、これ ら各々を高い精度で見積もること

は困難であ り、かつ結果に重大な影響を及ぼす ことは少ない。そこで、各種素材の製造エネルギーを基準として、

近似的にこれ らの必要エネルギーを見積 もる方法が しばしばとられ る。 ここでは、文献2に おける素材毎の必

要エネルギー原単位他を参考に、素材の製造エネルギーを1.2倍 す ることで設備製造エネルギーを計上する。

 3-3 電力 プ ロセ ス

LCAで は複数製品、複数入力に対するアロケーション、入カミックスのデータの取り扱いが常に議論されるが、

ガスコジェネにより代替される一般電力の取り扱いも状況により異なるので、そのミックスに対する考え方は注

意が必要である。石炭中心の電力は環境負荷が大きく、自然エネルギーやLNGが 多ければ比較的負荷は小さい

というように、環境影響評価に及ぼす電源構成の影響は非常に大きい。

一般にこの様な状況では平均値(例 えば日本の平均電源構成)を 用いる場合と
、想定されるリプレース対象電

力を用いる場合(マ ージナル原単位)が ある。後者はより現実の状況に対応すると見られるが、その地域とその

時点の状況に依存するため固定的な数値で評価できるものではなく、前提条件から結果にいたる全体像の正確な

判断が不可欠である。本来ならば、ここで先のBI配 分の考え方に従った評価を行 う必要があるが、ここではそ

の準備段階としてプロセス連関の枠組みを踏まえながら、一種の感度解析として次の3ケ ースのシナリオを仮定

して影響評価を行う3)。

Case 1 :全ての電源(水 力 ・火力 ・原子力)を 考慮した、電力主要9社 発電電力量の95年 度平均割合。エネ

    ルギー転換部門としての現状(既 設)電 カシステムの平均的評価に用いる。
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Case2

Case3

:マージナル(限 界的)な 意味での リプレース対象電源(石 油 ・LNG)を 考慮 した、9社 発電電力量

の95年 度平均割合。電力需要がマージナルに変動する場合の評価 に用いる。

:汽力発電電源(石 油 ・LNG・ 石炭)を 考慮 した、9社 発電電 力量の95年 度平均割合。化石燃料資源

利用の有効性 を評価する場合に用いる。

通常、各種電源設備は可変費の安いものか ら順に稼働 され、可変費は小 さい方か ら順に一般水力 く原子力く石

炭火力くLNG火 力く石油火力である。 日本の場合、一般水力 と石炭火力、出力調整の難 しい原子力については

年間を通 してべ一スとして稼働 し、石油火力とLNG火 力でCase2の ようにマージナルな調整が行われている

と考えられ る4)。 しか しながら、需要変動に対 して原子力や水力で対応す ると考えられ るような場合は、Case2

の電源構成は全 く異なるものとな り、それ に従いマージナルな評価値 も変化す ることになる。95年 度における

電 力主要9社 の各ケース毎の発電電 力構成を図3-2に 示す。

1009'0

80go

60'0

40%

209a

ova

179'0

29go

99'0

38go

379'0

63%

 8%
              撃ワ幡w戸

  Casel         Case2         Case3

ロ 水 力(除 揚 水)囚 原 子 力 ■石 炭 圜LNG■ 石 油

   図.3-2電 源 男1廃電電 力量の構 成比

 Fig.3-2 Share of electricity by power source

319a

53ga

X16%

電力製造 ・供給システムの全プロセスについて、表3-3に 示す前提条件のもとに物質収支を算定する。 これを

もとに次節において、プロセス連関分析により直接間接の負荷を考慮 した1次 エネル ギー消費量 とCO2排 出量を

計算する。
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参考:「数表で見る東京電力 平成8年 度p36」
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                 図3-3  一日の時間帯男1溌電

原子力

・燃料供給の安定性、経済性、環境保全の面で優れていることから、安全の確保を第一にベース供給力の主力と

して開発を推進。

石炭火力

・燃料供給の安定性や経済性に優れてお り
、電源多様化の観点から、環境iVIA全に配慮しつつ、ベース供給力とし

て長期的に開発を推進。

LNG火 力

・他の化石燃料に比べて環境適合性、運用生に優れていることから、べ一ス ・ミドル供給力を担う需要地近傍の

都市型電源として開発を推進。

石油火力

・需要変動に柔軟に即応できる運用生と燃料供給のバッファ機能に優れていることから
、既設設備の長寿命化な

どにより、ピーク供給力としてある程度の設備量を確保,

揚水式水力

・負荷追従性に優れており
、電力貯蔵機能を活用した、運用面での信用性の高い、経済的なピーク供給力として

適正量を開発

一般水力

・再生可能な純国産の自然エネルギーであり
、環境負荷の点でも優れていることから自然環境との調和と経済性

の留意 しながら開発を推進。
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表.3-3電 カ システ ムにおけ る検討項 目

Tab.3-3 Evaluated data of electric power system

   PROCESS    検 討 項 目

丈對 聖 嚠1轡 量嘛 緬 奉蘓 諞利用率嘛 癬 評 の
       採掘油

力

石

火

■

石油随伴ガスからのフレアー と採掘機器燃料により、原油及び随伴ガスが回仮 さ乳

る。ここでは負荷を原油と随伴ガスの回収熱量比で比例配分 した。フレアー量の8(跳

は保安上の 目的を考慮 して運用エネルギー とし、残 り20%は 漏洩 による損失 とし

た。2)5)6)

洋上輸送

      精製

石炭    採掘

火力

1精製の原料は原油・ナフザを'S慮,*37)一s>

国内炭、オース トラリア炭の運用エネルギーデータを輸入シェアで加重平均。2)9)

L本 全体へあ看油輸入ヂ=タ がら推計し治原油タンヵ一み建譲撚料酒費量『蕩

石油塞≠嘩 電所一一1発電容量1,000Mw、 発電効率 虹 吸 殻備莉用率31狐 所内率5.5go*'2)・)

_一一洋上輸送  1自杢全体尺の石炭輸入デ=汐 かぢ擢訐した石炭輸送船あ建設 ,,.料消費蚤 ラ) 
石炭火力発aa i電 容量!,000Mw,一発皸 率3iジ茘1設 備1朱1亅用1率ih.69'0,所丙萃(f磊2);i)

原子力 U採 掘・加工・輸送

原子力発電所

合衆国のデータを参考に、採掘 ・精鉱 ・UF6生 産プラン ト・濃縮 ・成形・輸送プロセ

スの運用・設備エネルギーを推計。*52)

Pressurized-Water Reactor。 発 電 容 量1,000Mw 、 発 電 効 率33.5%、 設 備 利 用 率75%、

所 内 率3.4%2)

水力発電所

変電設備

揚水発電所

送配電設備

_」 送 電纏のデーをを参考に推訐 万 一

._⊥ 水麦発電が ら推計6一充放電勧奉60.8%を)3)

一

1自圃 ・貯拠 醗 電所.動 亙 … 颪1痴 率は45噺 内蓐{塵5照 ・)

東京電力供給区域内の設備データから推計。架空線のみで、耐用年数は設備別に1

8～42年 の法定耐用年数を設定 して算定する11)。 送電ロス5.5%。3)

*1天 然ガス採掘か ら国内受入基地までの過程は都市ガスの項 目と同様なのでここでは発電についてのみを記す
。

*2燃 料受入基地か ら発電所までの輸送に関 してはせいぜい数キロか ら長 くても十数キロと考えられ
、全体に対

する負担は非常に小 さいので、本分析では無視す る。

*3基 本的な収支(全 製品に対する熱効率93
.5%)は 文献12を 参考にし、水素の供給源であるナフサは文献13か

ら補 う。

*4我 が国の石油火力の燃料には主に重油 と原油が使われてお り
、その他の燃料分 を原油分 としてまとめると、

供給割合は1995年 度で原油55.1%、 重油44.9%で ある3)。原油生炊分は受入基地か ら、重油分は原油精製プロセ

スを経て供給されるものとする。

*5 ウラン濃縮の加工プロセスでウラン自体の損失があるが
、燃料ペ レッ トを製造するために必然的に発生す

るものであ り、またそれ 自体にエネルギー的価値はない と考え、本分析では損失 とは考えないこととする。廃棄

物貯蔵設備については、現状ではプールにス トックしてお り、特別 に設備を必要 としていない。今後廃棄物が増

加 して再処理や永久保存等の処置が必要になれば実態にあわせて検討する必要があるが、本分析では信頼に足る

情報が不足 しているため省略する。
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 3-4 都 市ガ ス製造 プ ロセス                   '

都市ガス製造 ・供給システムの全プロセスについて、表3・4に示す前提条件のもとに物質収支を算定する。各種

数値は出来る限りガス主要3社の平均値を用いた。ただし、特に液化時の運用エネルギー向け自家消費割合(11%)

と採掘ガス中のCO2含 有率(5%wt)に ついては暫定値とした。

表.3-4都 市 ガス システ ムにお け る検 討項 目

Tab.3-4 Evaluated data of Zbwn-gas system

 PROCESS

LNG  採掘

液化精製

生産地貯

LNG洋上輸送

 採掘

L    一 一 コ 冖二 二1三二∬棲罸i責.自『    一一   囲 7『丁郡㌃  冖-尸髄

ガス田における天然ガスの採掘、重質成分 との粗分離および液化精製プラン トまでのパイ

プライン輸送13)*1

薩

嚇

琳

よ

用

お

運

、

の

離

備

分

設

の

化

と
r

液

職

(

6

化

e

液

02

のス

一判

計

一幗

と

雛
璽
か
塗≠

デ

天

・

遙
雛

群
内 の場工這
・製

鮴
戯
咽

輸鴎贏

ス
掘

ガ

採

伴

油

随

石

非

は

る

ス

め

ガ

占

伴

を

随

隅

の

5
・
源

蜜

畑
油

縉

嶼

天

質

一州
一日

輸

た
塹

q
副
料

天然ガ スの液化(液 化設備 の運用エネルキ“一は産 出ガスの9.5%)、 ラレアー(0.3輸5“ ント(0.6%)、 重

質成分やCO2(3.6%)と の 分離 、お よび精製2)

ハb

紹

PL

液化

日本全体へのLNG輸 入データ*1から推計LたLNGタ ンカーの建設2 、燃料消費量、*2
輸入LPGの15.7%を 占める非随伴ガスは全てガス田起源 と考え、天然ガス採掘 と同様に扱ら

た。油田起源の随伴グスは石油採掘 と固様 とし、シェアで加重平均 した。*1

液化のプロセスに関する物質収支的なデータが不備なため近似的に計算。設備は天然ガス

液化設備のデータから推定。2)

生産地貯麓ILPG国 内受入基地φデー歹万ら癰 三*5

LPG洋 上輸送 日本全体へのLPG輸 入データか ら推計 したLPGタ ンカーの建設 ・燃料消費量 、裏i

国内受入基地 新潟輸入基地の実績データから算定。*5

 国内製造工場  LNGにLPGを 添加 して熱量を調整(LPGは 全体の約3.7%程 度1)。 焔

_.配 笠.コ 敷 巫 供纏 遡 …i霾壓 嘩 鼠 三 一『一=三 ._一一ヱ 〔_二
*1ガ ス主要3社 調査データ

*2大 阪商船データ: 耐月亅年数20year

*3日 本LPガ ス協会資料によると
、平成3年 度国内供給量の うち、23%が 石油精製及び石油化学工業からの

国内製造分で、77%が 海外油田及びガス田からの輸入分である。国内生産分は石油精製 と同様に扱えるため、

ここでは輸入分について記す。

糧LPガ ス協会資料

*5日 本石油ガス新潟輸入基地データ

*6LNGの 気化膨張圧力を利用できるため
、僅かなポンフ働 力でガスを圧送できる。若干の自然蒸発分については、

別途圧縮動力が必要。また、冷熱の利用についてはその約20%が 発電 ・冷蔵な どに有効利用 されるが、本分析に

おいては自家発電向け以外の冷熱利用は扱わないこととする。

都市ガス製造 ・供給システムの全プロセスにっいて、表3-4に 示す前提条件のもとに物質収支を算定する。各種

数値は出来る限 りガス主要3社 の平均値を用いた。
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 3-y5 プ ロセ ス連 関分析 によるエネル ギー システムのLCA

 第2章 の理論に基づいて、前節までの積み上げによるデータをもとに係数行列を作成し、B-1行 列から電力 ・

都市ガスの直接間接エネルギー投入量及びCO2排 出量を算定した。発電電力量の構成比は、3-3節 の各ケース

に基づいて電力主要9社 発電電力量の1995年 度平均のものを用いた。

表.3-5プ ロセ ス 連 関 分 析 に よ る 電 力 の 原 単 位

Tab.3-5 Energy intensity and CO2 emission per unitary electricity by process-relational assessment

   発電電力構成

電カエネルギー原単位[kc a l/kWh]

   エネルギー収支

    増力瞎1亅合

電力CO2排出原単位[g-CO2/kWh]

         [g-C/kWh]

    増力瞎恰

Casel    Case2    Case3

2,681    2,846     2,816

0.321     0.302     0.305

9.29'0    16.19'0    14.79'a

439      722      781

120      197      213

23.1%     20.4%     19.8%

一一般 に用 い られ てい るエネル ギー原 単位 は2
,450kcaVkWh2)で あ り、Case 1(全 電 力)で9.2%、 Case2(石 油+LNG)

で16.1%、Case3(汽 力 ベース)で14.7%増 加 した。 CO2排 出 原単位 は文献3よ り燃 料分 のみ を計算 す るとCase 1(全

電力 平均)で97g-C∠kWh、 Case2(石 油+LING)で164 g-ClkWh、 Case 3(汽 力 べ 一ス)で178 g-C/kWhで あ り、

それぞれ23.1%、20.4%、19.8%増 加 した。電 力主要9社 発 電電 力量の95年 度 平均 電源構成 に基づ いて、電力

供 給システ ムのエネル ギー フロー と各 プ ロセ ス毎 のCO2排 出 量 を図3-4～7に 示 す。

 図3-5に おいて、1次 エネルギー投入量の約4割 を原子力が占めるが、このエネルギー量はウランの純粋な発

熱エネルギーではな く、一般的なエネルギー収支分析の例 に基づいて発電出力から蒸気サイクルの効率で割 り戻

して求めたものである。従って、ここでは原子力の熱エネルギーとしての可能性までを考慮 していることになる。
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Fig.3-4 Energy flow in electric power system

水 力 発 電  電 力供 給 設 備

 0.09'0¥     /  0.29'0

原 子 力発8

 (PWR)

 41.3qo

石 油 火 力発 電

  19.19'0

炭 火 力 発 電

 8.59'0

G火 力 発 電

30.8%

図3-5電 力 システム1次 エネルギー消費量内訳
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Fig.3-6 CO2 emission from respective stage in electxic power system
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同様にプロセス連関分析 により計算 された都市ガスの原単位を表3-6に 示す。

表.3-6プ ロ セ ス 連 関 分 析 に よ る 都 市 ガ ス の 原 単 位(暫 定 値)

Tab.3-6 Energy intensity and CO2 emission per unitary electricity by process-relational assessment

都市ガスェネルギー原酬 立  [kcal/kcal]

     エネルギー収支

都市ガスCO2排 出原単位  [g-CO2/Mcal]

            [g-C/Mcal]

            [gam/Nm;]

増力瞎恰

1.170

0.855

269

73.3

807

25.69'a

計算の結果、エネルギー原単位は17.0%増 加 した。また、一般に用いられているCO2排 出原単位は642g-C/Nm3

であ り、 これ に対 して25.6%増 加 した。都市ガス供給システムについて、エネルギーフローと各プロセス毎の

CO2排 出量を図3-8～11に 示す。

これ より、エネルギーロス及びCO2排 出量に関 しては液化 とタンカー輸送のプロセスの負荷が大きいことが

わかる。液化プロセスでは、液化時のエネルギー消費が9.5%、 フレアー0.3%、 ベン ト0 .6%、 採掘ガスに含ま

れるCO2(3.6%)と の分離などによりCO2が 発生す る。また、輸送プロセスについては約3分 の2がBoil off gas

燃料の燃焼分、残 りが燃料重油の燃焼分によるものとなっている。

また、上記電力 ・都市ガスの分析の際、同時に各種素材のエネル ギー原単位及びCO2排 出原単位が算定でき

る。参考までに、 これを表3・7に 示す。

表3-7プ ロセ ス連 関分析 による各種 素材 のエネル ギー原 単位 及びCO2原 単位

Tab.3-7 Energy intensity and CO2 emissionper unitary materials byprocess-relational assessment

   一_」 鷲1慰  lll騰  t-C/ton
           6.34_! 2,12  0.577   銖

       ] 11.46-L2.86  0.7s・   銅
  アル ミ1一一」 57.92  10.92 ⊥_.2.977 
ステンレス1 12.68   4.23   1.154

  セメジh一 」.           0.85」三 〇.21  0.・57

  板ガラス  1  3.82一一一  1_一  1.04      0.284

;1鷄 圭0.2215.0110.32

1 0.06
15.01

10.32

        o.Ol7

4.31       ;      1.176

2.62             0.714

弸 一一_._L一``8.5・

塗料
        1 2.70L
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図3-9都 市ガスシステム1次 エネルギー消費量内訳
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Fig.3-10 CO2 emission from respective stage in Town gas system
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4.都 市 ガス/電 カ システ ムのケース スタデ ィー

4-1 前 提 条件

 前節で算定 された環境指標 を用いて、従来の都市ガス ・電力併給システムか らガスエンジンコジェネシステム

への リプ レースに対す る影響評価を行 う。前節で電 力、都市ガス及び各種素材の、間接波及を考慮 した1次 エネ

ルギー消費 とCO2排 出の原単位 を算定 したが、それだけを単純に比較することはできない。そこで、最終消費

者の受ける効用が均等になるように需要サイ ドの条件をシミュレーションにより設定 し、そ こで必要とされる電

力 ・都市ガス・設備素材量から新たに最終需要ベク トルfを 求め、各々のシステムに於ける1次 エネルギー消費

量 とCO 2排 出量を評価する。本節でのシミュ レーションは、設備条件、稼働条件等含めて文献14の 負荷パタ

ーンに基づいて行った。

・建物概要:ホ テル(延 床面積50
,000㎡)

・エネルギー需要量:

    1年 間1時 間毎の 「電力 ・給湯 ・暖房 ・冷房」の需要量を設定。年間 トータルで電力10,000MWh、

    給湯熱4,000G(烈 、暖房4,000Gα 疝、冷房5,000Gcalo

・コジェネ レーシ ョンシステム(以 下CGS):

    最大負荷時発電効率31%、 排熱回収効率53%。 年間を通 じて24時 間連続運転を行い、電力需要を上

    回らない程度に規模(760kW)を 設定(電 主熱従で余剰熱は排出、不足電 力は買電)、 排熱 回収は温

    水により給湯 ・暖房 ・冷房に利用。

表.4-1比 較 シ ス テ ム 男1機 器 表

Tab.4-1 Equipment's in respective systems

-

■

一

一熱

源

機

CGS

ガスエンジン発電機380kW×2

温水吸収冷凍機130RT×2

冷却塔 冷却能力260RT×1

ガス吸収冷温水機500RT×2

冷却塔 冷却能力500RT×2

温水ボイラ2000McaUh×2

配 冷温水配管(CGS導 入による増分の

管
…__ み)150ASGP 91m

 従来システム

カ“ス吸収冷温水機620RT×2

冷却塔 冷却能力620RT×2

温水ボイラ2500McaUh×2

※架台、基礎、及び双方に共通な2次 側設備は考慮しない

シミュレーシ ョンの結果得 られた、それぞれのシステムでの電力及び都市ガスの消費量を表4-2 ,3に 示す。
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表.4-2CGSに お ける年間エ ネル ギー消費量

Tab.4-2 Annual energy consumption in CGS

CGS燃 料

発電電力
…1,803壬m3■

 6,514MWh
    熱 回収

回収 熱用途[Gcal]

    コジェネ回収熱

.、.   コジ、壬主坦力

買電電 力[MWh]

熱補 助機器[Gcal]

     補助機器燃料

  __補 助機器出カー

 9,497Gcal

 給湯    暖房

3,988    2,315

.麹9β β一.._鋤 鼎___ユ 過辺_.

 昼間   夜 間

3,468     448

恆
_一.=二 二こニコ
発電効率  28.25%

回珂又効尋ζ   47.88%

冷房   余剰

2,396     798

小計   補助 動力

3,916    -430

給湯

15

12

市 ガ ズ需 要1   CGS

        [千 ㎡3-1_」 一80-3.

商 用 電 力 需 要     昼間

.… ._.   .[MWh]_ 3,,.468..。、

 暖房   冷房

2,107    3,323

1685 323

補助機器   計

 495     2,298

小計

5,445

夜 間    計

_448_ .,3______3916
★CGSの 発電効率は、稼働率を繰 り込んだ年間の運転シミュレーションから算出された実質的な発電効率である。

表.4-3従 来 シ ス テ ム に お け る年 間 エ ネ ル ギ ー 消 費 量

Tab.4-3 Annual energy consumption in conventional system

買電 電 力[MWh]    昼間   夜間   小計

             7,119__ 2,881   10,000熱 補
助 機 器[Gca1]  給湯   暖房   冷房

     補助機 器燃料 5,000  5,000  5,000

、。,__._観 勲懲羆 出～霊輝纛 ㎎g__露 鯉g_。5-0005-... 希 ガ
ス需 要

示訐…

15,000

CGS補 助機器 計

[千3'mユー 一

商 用 電 力 需 要     昼間

__ .、. 「____」襲臨L, 7 119

1,364    1,364

夜商   計

288 31  10000

 4-2 エ ネ ル ギー 投 入 量 比 較 結 果

3章 で得 られた電 力と都市ガスの原単位(表3-5,6)を 用いて、CGSと 従来システムのそれぞれで1年 間に消費

され る1次 エネルギー量を算定 した(図4-1)。

この結果、Case 1即 ち既設の平均的エネルギー一供給システムとして比較する場合、従来システムに対 してCGS

では約10%1次 エネルギー消費が少なく、Case2即 ちマージナルなCGSへ の リプレースを考える場合では約

11%削 減 されると計算 された。ただ し前節でも述べた通 り、Case 1で は原子力発電の1次 エネルギー消費量を

蒸気サイクルの熱効率で割 り戻 して計上している。従って、化石燃料の消費量だけを比較する場合には、買電電

力相 当の負荷の約4割 が原子力 ・水力で供給 されているため評価値か ら消えると考えられ、従来 システムの方

が化石エネルギー消費量は少なくなる。一一方、Case2つ まりCGSの 新規導入を考える場合は、化石燃料消費に

関 しても有効 といえる。
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Fig.4-1 Primary energy oonsumptaon by each system

 4-3 CO2排 出量 比 較 結 果

前節 と同様に、1年 間で排出されるCO 2の 量を算定 し鳥(図4・2)こ の結果、 Case 1即 ち平均的エネルギー

供給システムによる比較の場合では、買電電 力消費量の多い従来システムの方がCO2排 出量の少ない原子力・

水力の寄与が増 えるため、CGSが 従来システムより若干多い結果となった。 しか しながら、その差は微差であ

るか ら発電機効率の改善、稼働率の向上によって逆転すると考えられる。そ こで、ガスエンジン効率をパ ラメー

ター として感度分析を行った(図4-3)。CGS発 電機の発電効率が2 .8%向 上すれば、 Brew Evenに なる。 この

ときの発電効率(Break Even Efficien(y)は29%で あ り、 CGS発 電機の最大負荷時発電効率が31%で あることを

考えれば、運転パターンを適正化す ることで容易に達成できる数値であろ う。この ように既設のエネルギーシス

テムを前提にする場合には、CGSの 運転条件等に従い微妙な結果 となるため注意が必要である。
一方
、Case2即 ちCGSへ のマージナルな リプ レース或いは新規導入を考える場合では、 CO2排 出量は15%削

減できると計算 された。

ここで検討したホテルとは、需要の熱/電 比が比較的大きな事例である。一般にCGSは 十分な電力を賄える

ように電主熱従で設備を導入すれば排熱を十分に活用できず捨てることになり、逆に排熱を余らせないように熱

主電従で導入すれば、電力需要をカバーしきれなくなる。需要側の熱/電 比でその優劣が異なるので状況に応 じ

た分析が必要である。また、技術変化による影響も考慮する必要がある。その場合、発電効率の向上によりCGS

出力の熱/電 比を下げ、排熱を有効に利用できるようなインフラを整えるといった需要側の構造転換を検討する

ことが必要になるであろう。

さらに現状の技術、特定条件に限定しても、その評価結果は電力の構成の仮定により大きく変化する可能性が

あることが示された。前述のようにこれは地域、時間により著しく異なるものであって、その優劣を比較するよ

うな場合には、その実情を正確に把握しておくことが不可欠である。ここで得られた結果は様々なケースにおけ

る可能性を定量的に示 したものであって、小規模のリプレースでは火力平均、極めて大規模になる場合には日本

の平均値がおよその限界を示しており、そのなかで状況に応 じて変化することを示 している。
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5.お わ りに

 本研究は、都市ガス及び電 力システムのLCAを 行い、エネルギー効率及び環 境影響 を調査 したものである。

1. エネルギーシステムのデータを積み上げによって整理 し、デー タベースを整備 した。検討範囲はエネルギ

  ーの採掘から最終需要まで、廃棄物 としては温暖化ガスを考慮 した。

2. プロセス連関分析によって直接間接の投入を考慮 した都市ガス、電力及び各種素材のエネルギー原単位、

  エネルギー収支、CO2排 出原期 立を算定 した。電力のエネルギr原 単位 は全電力平均で9.2%、 火力べ一

  スで16.1%、CO2排 出原単位は全電力平均で23.1%、 火力べ一スで20.4%増 加、都市ガスシステムではそ

  れぞれ17.0%、25.6%増 加 した。都市ガスでは液化の負担が大きく影響 していることが分かった。

3. ホテルにおけるコジェネシステム(CGS)と 従来の都市ガスー電力システムに関するケーススタディーを

  行った。既設の平均的システムとして比較 を行 うと、1次 エネルギー消費量はCGSが 従来システムに対 し

  て10%少 なく、CO2排 出量については微妙な運転条件等に応 じて評価結果が影響 を受ける可能性がある

  ことが示された。一方、CGSの マージナルな導入を考える場合は、1次 エネルギー消費量は11%、 CO2

  排出量は15%の 削減が期待できる。このように、:LCAに よる評価では目的や状況、それに従 う様々な前提

  条件に応 じて結果が大きく変化するので、結果の解釈には注意を要することが示 された。

今後の課題は、

1

9
臼

3

廃棄物処理プロセス等を含めた、分析デー タの更なる詳細な調査が必要である。

コジェネのような結合生産プロセスに対 して、本研究ではシ ミュレーションによるケーススタディーで評

価を行ったが、より一般的なシステムに対応するためBI配 分モデルに基づ く環境影響評価を行 う必要があ

る。

熱/電 比が異なる需要地におけるCGSの 影響評価を行わなければならない。
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